
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体と、
　前記導電性支持体上部に位置し、電荷発生化合物及び電子輸送化合物の塩を含有する光
導電要素と、
を含

ことを特徴
とする有機感光体。
【化１】
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【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化３】
　
　
　
　
　
　
【請求項２】
　前記光導電要素は、 輸送化合物をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の有
機感光体。
【請求項３】
　前記 輸送化合物は、スチルベニル基を含むことを特徴とする請求項 に記載の有機
感光体。
【請求項４】
　前記光導電要素は、
　前記電荷発生化合物を含有する光導電層と、
　前記光導電層上部に位置して第１結合剤及び前記電子輸送化合物の塩を含有するオーバ
ーコート層と、
を含むことを特徴とする請求項１に記載の有機感光体。
【請求項５】
　前記光導電層は、少なくとも一つの電子輸送化合物をさらに含むことを特徴とする請求
項４に記載の有機感光体。
【請求項６】
　前記第１結合剤は、水性系高分子結合剤であることを特徴とする請求項４に記載の有機
感光体。
【請求項７】
　前記オーバーコート層の塩の含量は、１～５０重量％であることを特徴とする請求項４
に記載の有機感光体。
【請求項８】
　前記オーバーコート層の塩の含量は、５～２５重量％であることを特徴とする請求項４
に記載の有機感光体。
【請求項９】
　前記光導電層は、第２結合剤をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の有機感光
体。
【請求項１０】
　前記導電性支持体及び前記光導電要素間に位置した下部層をさらに含むことを特徴とす
る請求項１に記載の有機感光体。
【請求項１１】
　前記オーバーコート層及び前記光導電要素間に位置した障壁層をさらに含むことを特徴
とする請求項１に記載の有機感光体。
【請求項１２】
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　光画像形成成分と、
　光画像形成成分から光を受容し、導電性支持体と、前記の導電性支持体上部に位置して
少なくとも一つの電荷発生化合物及び少なくとも一つの電子輸送化合物の塩を含有する光
導電要素とを有する有機感光体と、
を含

ことを特徴
とする画像形成装置。
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化６】
　
　
　
　
　
　
【請求項１３】
　前記光導電層は、少なくとも一つの電子輸送化合物をさらに含むことを特徴とする請求
項 に記載の画像形成装置。
【請求項１４】
　前記光導電層は、
　前記電荷発生化合物と、
　前記光導電層上部に位置して第１結合剤及び前記電子輸送化合物の塩を含有するオーバ
ーコート層と、
を含むことを特徴とする請求項 に記載の画像形成装置。
【請求項１５】
　前記第１結合剤は、水性系高分子結合剤であることを特徴とする請求項１５に記載の画
像形成装置。
【請求項１６】
　前記オーバーコート層の塩の含量は、１～５０重量％であることを特徴とする請求項

に記載の画像形成装置。
【請求項１７】
　前記光導電要素は、第２結合剤をさらに含むことを特徴とする請求項 に記載の画像
形成装置。
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【請求項１８】
　（ａ）導電性支持体と、前記導電性支持体上部に位置して電荷発生化合物及び電子輸送
化合物の塩を含む光導電要素とを含む有機感光体の表面に電荷を印加する段階と、
　（ｂ）前記有機感光体の表面を照射光により画像方式通り露光させ、選択された領域の
電荷を消散させて前記表面に帯電領域及び非帯電領域よりなるパターンを形成する段階と
、
　（ｃ）前記表面をトナーと接触させてトナー画像を形成する段階と、
　（ｄ）前記トナー画像を支持体に転写する段階と、
を含

画像形成方法。
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化９】
　
　
　
　
　
　
【請求項１９】
　前記光導電要素は、電子輸送化合物をさらに含むことを特徴とする請求項 に記載の
画像形成方法。
【請求項２０】
　前記光導電要素は、 輸送化合物をさらに含むことを特徴とする請求項 に記載の
画像形成方法。
【請求項２１】
　前記光導電要素は、
　前記電荷発生化合物を含有する光導電層と、
　前記光導電層上部に位置して第１結合剤及び前記電子輸送化合物の塩を含有するオーバ
ーコート層と、
を含むことを特徴とする請求項 に記載の画像形成方法。
【請求項２２】
　前記第１結合剤は、水性系高分子結合剤であることを特徴とする請求項 に記載の画
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像形成方法。
【請求項２３】
　前記オーバーコート層の塩の含量は、１～５０重量％であることを特徴とする請求項

に記載の画像形成方法。
【請求項２４】
　光導電要素は、第２結合剤をさらに含むことを特徴とする請求項 に記載の画像形成
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法に利用されるのに適した、特に無機塩のような塩を含むオーバー
コート層を有する有機感光体、これを利用した画像形成装置及び画像形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば電子写真法（電子写真方式を利用した画像形成法）において、導電性の支持体に
絶縁性の光導電層を有する、プレート、ディスク、シート、ベルト、ドラムなどのような
形態を有する有機感光体は、まず光導電層の表面を均一に静電気的に帯電させた後、その
帯電された表面を所定パターンに露光させることによって画像を形成する。露光により光
が表面と衝突する領域で電荷が選択的に消散されて所定パターンの帯電領域及び非帯電領
域（潜像と称する）が形成される。上記静電潜像の付近に液相または固相のトナーが供給
され、小さなトナー滴または粒子は帯電または非帯電領域のうち一つに付着して光導電層
の表面上にトナー画像を形成する。その結果、形成されたトナー画像は紙のような適当な
最終のまたは媒介性受容体表面に転写されるか、または光導電層はその画像のための最終
受容体として作用する。画像形成工程を数回反復して単一な画像をなすところ、別個の色
彩成分よりなる画像を重畳させるか、または陰影画像を発生させることによってフルカラ
ー最終画像を完成および／または追加的な画像を再生する。
【０００３】
　有機感光体には単一層と多重層との光導電要素ともに使われてきた。単一層の具現例で
は、電荷輸送物質及び電荷発生物質が高分子結合剤と結合され、その結果、導電性の支持
体に付着される。一方、多重層の具現例においては電荷輸送物質と電荷発生物質とが分離
された層の要素として存在し、そのそれぞれは選択的に高分子結合剤と結合されて導電性
支持体に付着される。この場合、２つの配列が可能であるが、第１の配列（二重層配列）
では電荷発生層が導電性支持体に付着され、電荷輸送層はその電荷発生層の上部に付着さ
れる。第２の配列（逆二重層配列）では、電荷輸送層と電荷発生層との順序が後先になる
。
【０００４】
　単一層と多重層との光導電要素いずれの場合にも、電荷発生物質の目的は露光により電
荷キャリア（すなわち、正孔および／または電子）を生成することである。電荷輸送物質
の目的は、前記電荷キャリアのうちの少なくとも一つ、一般的に正孔を収容し、光導電要
素上に表面電荷の放電を促進するために電荷輸送層を通じてその電荷キャリアを輸送する
ことである。前記電荷輸送物質は電荷輸送化合物、電子輸送化合物、またはこれらの組合
せ物である。電荷輸送化合物が使われる場合、電荷輸送化合物は正孔キャリアを収容し、
その正孔キャリアを電荷輸送化合物を有する層を通じて輸送する。電子輸送化合物が使わ
れる場合には、電子輸送化合物は電子キャリアを収容し、その電子キャリアを電子輸送化
合物を有する層を通じて輸送する。
【０００５】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００２／０１２８３４９号明細書
【特許文献２】米国特許出願公開第２００２／００８６９１６号明細書
【特許文献３】米国特許出願公開第２００２／０１９７５５２号明細書
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような有機感光体においては，例えば画像形成のサイクルを繰り返した後にも優れ
たトナー画像を得るために、有機感光体が受容できる電荷量（許容電圧「Ｖａ ｃ ｃ 」）及
び放電時電荷保有（放電電圧「Ｖｄ ｉ ｓ 」）のような光電特性をより向上させることが望
まれる。
【０００７】
　そこで、本発明は「Ｖａ ｃ ｃ 」及び「Ｖｄ ｉ ｓ 」のような有機感光体の光電特性を向上
させるために電子輸送化合物の塩を含有する新規の光導電層を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明の第１の観点によれば、（ａ）導電性支持体と、（
ｂ）前記導電性支持体上部に位置し、電荷発生化合物及び電子輸送化合物の塩を含有する
光導電要素とを含

ことを特徴とする有機感光体が提供される。また、上記光導電要素は、電荷発生
化合物を含有する光導電層と、前記光導電層上部に位置して第１結合剤及び前記電子輸送
化合物の塩を含有するオーバーコート層とを含むことが好ましい。
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化３】
　
　
　
　
　
　
【０００９】
　上記課題を解決するために、本発明の第２の観点によれば、（ａ）光画像形成装置と、
（ｂ）前記光画像形成成分から光を受容する前記有機感光体とを含む画像形成装置が提供
される。また、上記画像形成装置はトナー供給器をさらに含んでもよい。
【００１０】
　上記課題を解決するために、本発明の第３の観点によれば、（ａ）前記有機感光体の表
面に電荷を印加する段階と、（ｂ）前記有機感光体の表面を画像方式通り露光させて、選
択された領域の電荷を消散させることによって前記有機感光体の表面上に帯電領域及び非
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帯電領域のパターンを形成する段階と、（ｃ）前記表面をトナーと接触させてトナー画像
を形成する段階と、（ｄ）前記トナー画像を支持体に転写する段階と、を含む電子写真画
像形成方法が提供される。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、電子輸送化合物の塩を含有する新規のオーバーコート層を有する有機
感光体を用いることによって、「Ｖａ ｃ ｃ 」及び「Ｖｄ ｉ ｓ 」のような光電特性を最適化
させることができ、画像形成のサイクルを繰り返した後にも優れたトナー画像を得られる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００１３】
　本発明にかかる改善された有機感光体は、少なくとも一つの電荷発生化合物及び電子輸
送化合物の塩を含む光導電要素を含む。いくつかの具現例で、たとえ選択的または追加的
に電子輸送化合物の塩が光導電層に存在するとしても、光導電要素は電子輸送化合物の塩
を有するオーバーコート層を含む。一般的にオーバーコート層は光導電層上部に位置し、
例えば、単一層または逆転二重層いずれも可能である。
【００１４】
　オーバーコート層は、例えば、有機感光体の表面に離型層として供給される。有機感光
体に存在する電子輸送化合物の塩は電子写真分野で有機感光体の性能を向上させ、特に湿
式トナーに基づいた装置を含み、正の表面電荷を有して作動するように考案された有機感
光体の場合にさらに望ましい。いくつかの具現例で、少なくとも一つの電子輸送化合物の
塩を有するオーバーコート層は、高い「Ｖａ ｃ ｃ 」、低い「Ｖｄ ｉ ｓ 」、サイクリングに
対する優秀な機械的摩耗性、及びオゾン、キャリア流体、及び汚染物質に対する優秀な化
学的耐性を提供する。
【００１５】
　電荷輸送組成物が収容できる電荷量は収容電圧（Ｖａ ｃ ｃ ）として知られたパラメータ
により表され、放電時の電荷保有量は放電電圧（Ｖｄ ｉ ｓ ）として知られたパラメータに
より表される。高品質の画像を得るために、Ｖａ ｃ ｃ は増加させ、Ｖｄ ｉ ｓ は減少させる
ことが望ましい。
【００１６】
　有機感光体は一般的にその下に置かれた層を機械的な劣化、キャリア流体、コロナガス
、及びオゾンのような化学物質による攻撃から保護するオーバーコート層を含む。一般的
にオーバーコート層が望ましく保護するために、有機感光体は特定の機械的な特性を有さ
ねばならず、一般的に実質的に均一な厚さに適用されねばならない。また、オーバーコー
ト材料は有機感光体の光電特性に不利な影響を与えないように選択されねばならない。
【００１７】
　オーバーコート層は高いＶａ ｃ ｃ が得られて表面に沿って生じる潜像スプレッド（Ｌａ
ｔｅｎｔ　Ｉｍａｇｅ  Ｓｐｒｅａｄ：ＬＩＳ）が低くなるように一般的に高伝導率を有
する最上部面を有してはならない。
【００１８】
　しかしながら、オーバーコート層は一般的に下の電荷発生層（単一層または逆二重層）
からの電子に対して、または電荷輸送層（二重層）からの正孔に対して高い電気抵抗率を
有していないために、オーバーコート層が高いＶｄ ｉ ｓ を有するか、または光導電体の極
性に反対になる電荷を捕獲してはならない。
【００１９】
　下層を保護するために本技術分野で記述された有機感光体のためのオーバーコート層が
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ある。オーバーコート層の大部分は非常に小さな導電性を有する高分子結合剤を含む。そ
の結果、高分子オーバーコート層を有する有機感光体のＶｄ ｉ ｓ は逆に影響される。高分
子オーバーコート層を有する有機感光体のＶｄ ｉ ｓ を向上させるために、高分子オーバー
コート層の導電性を増加させる新しい方式が望ましい。高いＶａ ｃ ｃ 、低いＶｄ ｉ ｓ 、拡
張サイクリング及びプリンティング中の優秀な機械的な摩耗性、及びオゾン、キャリア流
体、及び汚染物質に対する優秀な化学的耐性を付与するオーバーコート層を有する追加的
な有機感光体のための特別な具現例が要求され続けている。
【００２０】
　有機感光体の光電特性を改善させる電子輸送化合物を含むオーバーコート層は、参照と
して本願に統合された未公開の米国特許出願第１０／３９６，５３６号（発明の名称：電
子輸送層を有する有機感光体、出願人：Ｚｈｕ、出願日：２００３年３月２５日）にさら
に詳細に記述されている。さらに、特に正の表面電荷を有して使われる有機感光体のため
に、光導電要素を通じて電子輸送を改善することを望ましい。
【００２１】
　一般的に、電子輸送組成物は、重合体を有する複合物で適当な電子移動性を表す一方、
潜在的な電子捕獲に比べて大きい電子親化度を有する。いくつかの具現例で、電子輸送組
成物は酸素よりさらに小さな還元電位を有する。電荷輸送組成物が一般的に酸化されやす
くて還元され難い一方、一般的に電子輸送組成物は還元されやすくて酸化され難い。いく
つかの具現例では、電子輸送化合物は常温で、少なくとも約１×１０－ １ ３ ｃｍ２ ／Ｖｓ
のゼロ磁場電子移動性で、また他の具現例では、少なくとも約１×１０－ １ ０ ｃｍ２ ／Ｖ
ｓ、追加的な具現例では、少なくとも約１×１０－ ８ ｃｍ２ ／Ｖｓ、及び他の具現例では
少なくとも約１×１０－ ６ ｃｍ２ ／Ｖｓのゼロ磁場電子移動性を有する。なお、当業者な
らば明示された範囲内で電子移動性の他の範囲が予想でき、現在の開示内容範囲内にある
ことが認識できる。
【００２２】
　電子輸送化合物の塩を光導電性要素に混合することは特にＶｄ ｉ ｓ を低める面で、光導
電要素の性能を改善できる。電子輸送化合物の塩は、例えば光導電層および／またはオー
バーコート層内に存在できる。例えば電子輸送化合物の塩は、電子輸送化合物から誘導さ
れた陽イオン及び陰イオンを含む。塩は概して化合物のうち少なくとも２種、すなわち陽
イオンと陰イオン間に重要な程度のイオン結合を有している化合物を指称する。陰イオン
と陽イオンとはその自体でイオン内に共有結合を有することができる。また、塩は３つの
イオンを有するＭｇＣｌ２ のような２つ以上のイオンを含むことができる。
【００２３】
　本願で記述された有機感光体は、写真複写機、スキャナ、電子写真法に基づいた電子装
置だけでなくレーザープリンタなどに特に有用である。有機感光体の用途は下のレーザー
プリンタの用途に関する部分でさらに詳細に記述されているが、電子写真技術により駆動
される他の装置に対する応用は下の議論により一般化される。高品質の画像、特に多重サ
イクル後に高画質の画像を形成するために、それぞれの層内の組成物が特別な層を形成す
るための高分子結合剤と均一な溶液を形成し、材料のサイクリング中にオーバーコート層
を通じてほとんど均一に分布させることが望ましい。
【００２４】
　電子写真的な応用において、有機感光体内の電荷発生化合物は光を吸収して電子－正孔
対を形成する。この電子－正孔対は、大きい電場下で適当な時間フレームにかけて輸送さ
れて電場を発生させる表面電荷を局部的に放電させることができる。特定位置に電場の放
電を通じて光により描かれたパターンに本質的に符合される表面電荷パターンをなす。そ
の次にこの電荷パターンはトナー付着を誘導するために使われる。本願で記述された電荷
輸送組成は特に電荷を輸送するのに効果的であり、特に電荷発生化合物により電子－正孔
対から正孔を輸送する時に効果的である。望ましくは、特定の電子輸送化合物は電荷輸送
組成物と共に使われることもある。改善された電子輸送化合物の塩の形態は本願に記載さ
れている。
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【００２５】
　電荷発生化合物と適当な輸送組成物とを含む材料よりなる層は有機感光体内に存在する
。有機感光体を使用して二次元の画像をプリントするために、有機感光体は少なくとも画
像一部を形成するための二次元の表面を有している。その次に画像形成工程は有機感光体
のサイクリングにより全体画像の形成を完成して／または後続画像を処理し続ける。有機
感光体はプレート、柔軟性ベルト、ディスク、硬質ドラム、硬質または軟質ドラムを包む
シートなどの形態で提供できる。
【００２６】
　有機感光体は導電性支持体と電荷発生層とを特徴とする光導電要素を含むことができる
。有機感光体は、一般的に光を吸収して電子と正孔対とを発生させるために光を吸収する
電荷発生物質を含む。有機感光体材料は正孔、すなわち正電荷キャリアを輸送するのに効
果的な電荷輸送化合物をさらに含むこともある。いくつかの具現例で、光導電要素は、高
分子結合剤内に電荷輸送組成物及び電荷発生化合物いずれも有する単一層を有する。その
外に具現例では、電荷発生化合物が電荷発生層と別個の電荷輸送層に存在する。他には、
電荷発生層は電荷輸送層と導電性支持体間に介在される。電荷発生化合物及び電荷輸送化
合物を含む一つの層を有する単一層構造は、正の表面電荷を有して使われる有機感光体用
に特に適している。
【００２７】
　上記有機感光体はレーザープリンタのような電子写真画像装置に含まれる。この装置で
、画像は物理的具現例から形成されて光画像に変換され、有機感光体上部でスキャニング
されて表面残像を形成する。表面潜像は有機感光体の表面上部にトナーを引っ張るために
使われ、この時、トナー画像は有機感光体上部に投射された光画像と同一か、あるいはネ
ガティブ画像である。トナーは湿式や乾式トナーを使用する。トナーは有機感光体の表面
から紙シートのような受容体表面に転写される。トナーの転写後に、全体表面は放電され
、感光材料は再びサイクルを行う準備をする。画像形成装置は、例えば紙受容媒体の伝達
および／または感光体の運動のための複数の支持ローラ、光画像を形成するための適当な
光学機器、レーザーのような光源、トナーソース、供給システム及び適切な調節システム
を含む。
【００２８】
　電気写真法を利用した画像形成方法は一般的に（ａ）前述した有機感光体の表面に電荷
を印加する段階、（ｂ）有機感光体表面を画像方式通りに露光させて選択された領域の電
荷を消散させることによって有機感光体表面に帯電及び非帯電されたパターンを形成する
段階、（ｃ）有機感光体表面を、有機液体に着色剤粒子を分散させた分散液を含む湿式ト
ナーのようなトナーと接触させてトナーを有機感光体の帯電または非帯電された領域に引
っ張ることによってトナー画像を形成する段階、及び（ｄ）支持体にトナー画像を転写す
る段階を含む。
【００２９】
　構造式及び基の定義により化合物を記述するに当って、化学的に容認される命名形式で
いくつかの用語が使われる。「基」、「モイエティ（ｍｏｉｅｔｙ）」、及び「誘導体（
ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅ）」という用語は特別な意味を有する。基という用語は総称的な化
学物質（例えば、アルキル基、スチルベニル基、フェニル基など）がその基の結合構造と
一致する任意の置換基を有することを示す。例えばアルキル基は、メチル、エチル、プロ
ピル、イソオクチル、ドデシルのようなアルキル物質を含み、またクロロメチル、ジブロ
モエチル、１，３－ジシアノプロピル、１，３，５－トリヒドロキシヘキシル、１，３，
５－トリフルオロシクロヘキシル、１－メトキシ－ドデシル、フェニルプロピルのような
置換されたアルキルを含む。しかし、上記命名法と一致しても根源的な基の根本的な結合
構造を変更させるいかなる置換もこの用語の範囲内に含まれていない。例えばスチルベニ
ル基を言及する場合、３－メチルスチルベニルのような置換は上記用語に含まれるが、一
方、３，３－ジメチルスチルベニルの置換はこのような置換によりフェニル基の環結合構
造が非芳香族形態に変わるので許容されない。
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【００３０】
　アルキルモイエティまたはフェニルモイエティのような、モイエティという用語が使わ
れる場合、その用語は化学物質が置換されていないことを示す。例えば、アルキルモイエ
ティという用語は分枝鎖、直鎖、環の形態に関係なく、非置換されたアルキル炭化水素基
だけを示す。誘導体という用語が使われる場合、上記用語はいずれか一つの化合物が他の
化合物から誘導されたり得られて母体になる必須な要素を含むことを示す。
【００３１】
　ここで、有機感光体としての具現例としては以下の通りとなる。すなわち、有機感光体
は、例えばプレート、シート、柔軟性ベルト、ディスク、硬質ドラム、または硬質または
軟質ドラムを包むシートの形態が可能であり、柔軟性ベルト及び硬質ドラムは一般的に市
販されるものを使用する。また、有機感光体は、例えば導電性支持体及び導電性支持体上
部に一つまたは複数層の形態に位置した光導電要素を含む。光導電要素は電荷発生層及び
選択的に追加層を含む光導電層に対して一つまたは複数のオーバーコートまたはアンダー
コートを含む。
【００３２】
　光導電要素は、いくつかの具現例での電子輸送化合物だけでなく高分子結合剤に電荷輸
送化合物及び電荷発生化合物いずれも含むことができるが、この物質は同じ層および／ま
たは別途の層に存在する。例えば電荷輸送化合物及び電荷発生化合物は単一層に存在する
。しかし、他の具現例では、光導電要素は電荷発生層及びこれと別個の電荷輸送層を特徴
とする二重層構造を含む。電荷発生層は導電性支持体及び電荷輸送層間に介在される。ま
た、光導電要素は電荷輸送層が導電性支持体及び電荷発生層間に介在された構造を有する
。
【００３３】
　導電性支持体は、例えば柔軟性ウェブまたはベルトのような柔軟性を有するか、あるい
は、例えばドラム形態の非柔軟性を有する。ドラムは画像形成工程中にドラムを回転させ
るドライブにドラムを付着させた中空シリンダー構造を有することができる。柔軟性のあ
る導電性支持体は、通常、絶縁支持体及び光導電材料に適用される薄層の導電材料を含む
。
【００３４】
　絶縁支持体は、例えばポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレートまたはポリ
エチレンナフタレート）、ポリイミド、ポリスルホン、ポリプロピレン、ナイロン、ポリ
エステル、ポリカーボネート、ポリビニル樹脂、ポリビニルフルオライド、ポリスチレン
などの重合体を形成する紙またはフィルムである。支持用基材として使われる重合体の特
殊な例としては、ポリエーテルスルホン（ＳｔａｂａｒＴ Ｍ Ｓ－１００，ＩＣＩから購入
可能）、ポリビニルフルオライド（Ｔｅｄｌａｒ（登録商標），Ｅ．Ｉ　ＤｕＰｏｎｔ  
ｄｅ  Ｎｅｍｏｕｒｓ＆Ｃｏｍｐａｎｙから購入可能、ポリビスフェノール－Ａポリカー
ボネート（ＭａｋｒｏｆｏｌＴ Ｍ ，Ｍｏｂａｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ  Ｃｏｍｐａｎｙから
購入可能）、及び無定形のポリエチレンテレフタレート（ＭｅｌｉｎａｒＴ Ｍ ，ＩＣＩ  
Ａｍｅｒｉｃａｓ，Ｉｎｃ．から購入可能）を含む。
【００３５】
　導電性材料は、グラファイト、分散されたカーボンブラック、ヨード化物、ポリピロー
ル及びＣａｌｇｏｎ（登録商標）導電性高分子２６１（Ｃａｌｇｏｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ
ｉｏｎ，Ｉｎｃ，Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，Ｐａ．から商業的に購入可能）のような導電性
重合体、アルミニウム、チタン、クロム、黄銅、金、銅、パラジウム、ニッケル、または
ステンレススチールなどの金属、または錫酸化物またはインジウム酸化物のような金属酸
化物が使われる。特に望ましい具現例で、導電性物質はアルミニウムである。
【００３６】
　光導電体支持体は、一般に、要求される機械的安定性を付与するための適切な厚さを有
する。例えば、柔軟性ウェブ支持体は約０．０１～約１ｍｍ厚さを有する一方、ドラム支
持体は一般に約０．５ｍｍ～約２ｍｍ間の厚さを有する。
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【００３７】
　電荷発生化合物は染料または顔料のように光を吸収して電荷キャリアを発生させる物質
である。適当な電荷発生化合物の非制限的な例には、無金属フタロシアニン類（Ｈ．Ｗ．
Ｓａｎｄｉｓ，Ｉｎｃ．製品のＥＬＡ　８０３４  無金属フタロシアニンまたはＳａｎｙ
ｏ  Ｃｏｌｏｒ  Ｗｏｒｋｓ．Ｌｔｄ．製品のＣＧＭ－Ｘ０１）、チタンフタロシアニン、
銅フタロシアニン、オキシチタンフタロシアニン（または「チタニルオキシフタロシアニ
ン」と称し、電荷発生化合物として作用できる結晶相または結晶相の混合物を含む）、ヒ
ドロキシガリウムフタロシアニン、スクアリリウム系染料及び顔料、ヒドロキシ置換スク
アリリウム系顔料、ペリルイミド類、多核キノン類（Ｉｎｄｏｆａｓｔ（登録商標）
Ｄｏｕｂｌｅ  Ｓｃａｒｌｅｔ，Ｉｎｄｏｆａｓｔ（登録商標）  Ｖｉｏｌｅｔ  Ｌａｋｅ  
Ｂ，Ｉｎｄｏｆａｓｔ（登録商標）　 Ｂｒｉｌｌｉａｎｔ  Ｓｃａｒｌｅｔ及びＩｎｄｏ
ｆａｓｔ（登録商標）  Ｏｒａｎｇｅという商品名でＡｌｌｉｅｄ  Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃ
ｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから購入可能）、キナクリドン類（ＭｏｎａｓｔｒａｌＴ Ｍ  Ｒｅ
ｄ，ＭｏｎａｓｔｒａｌＴ Ｍ  Ｖｉｏｌｅｔ及びＭｏｎａｓｔｒａｌＴ Ｍ 　 Ｒｅｄ  Ｙとい
う商品名でＤｕＰｏｎｔから購入可能）、ペリノン類を含むナフタレン１，４，５，８－
テトラカルボン酸誘導体顔料、テトラベンゾポルフィリン類とテトラナフタロポルフィリ
ン類、インディゴ系及びチオインディゴ系染料、ベンゾチオキサンテン誘導体、ペリレン
３，４，９，１０－テトラカルボン酸誘導体顔料、ビスアゾ－、トリスアゾ－及びテトラ
キスアゾ顔料を含むポリアゾ顔料、ポリメチン系染料、キナゾリン基を含む染料、３次ア
ミン類、非晶質セレン、セレン－テルル、セレン－テルル－砒素及びセレン－砒素、カド
ミウムスルホセレナイド、カドミウムセレナイド、カドミウムスルフィド及びこれらの混
合物のようなセレン合金を含む。いくつかの具現例で、電荷発生化合物はオキシチタンフ
タロシアニン（例えば任意の相も可能）、ヒドロキシガリウムフタロシアニンまたはこれ
らの組合せ物を含む。
【００３８】
　電子写真法に利用できる電荷輸送化合物にはいろいろな種類がある。本願で記述した有
機光導電体としては、当該技術分野で公知のいかなる電荷輸送化合物も使われる。適当な
電荷輸送化合物には、ピラゾリン誘導体、フルオレン誘導体、オキサジアゾール誘導体、
スチルベン誘導体、ヒドラゾン誘導体、カルバゾールヒドラゾン誘導体、トリアリルアミ
ン類、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルピレン、ポリアセナフチレン、または少なく
とも２以上のヒドラゾン基及びトリフェニルアミンとカルバゾール、ジュロリジン、フェ
ノチアジン、フェナジン、フェノキサジン、フェノキサチン、チアゾール、オキサゾール
、イソオキサゾール、ジベンゾ（１，４）ダイオキシン、チアントレン、イミダゾール、
ベンゾチアゾール、ベンゾトリアゾール、ベンゾオキサゾール、ベンズイミダゾール、キ
ノリン、イソキノリン、キノキサリン、インドール、インダゾール、ピロール、プリン、
ピリジン、ピリダジン、ピリミジン、ピラジン、トリアゾール、オキサジアゾール、テト
ラゾール、チアジアゾール、ベンズイソオキサゾール、ベンズイソチアゾール、ジベンゾ
フラン、ジベンゾチオフェン、チオフェン、チアナフテン、キナゾリンまたはシノリンの
ようなヘテロサイクル類よりなる群から選択された２以上の基を含む多重ヒドラゾン化合
物を含むが、これらに制限されるものではない。いくつかの具現例で、電荷輸送化合物は
三菱製紙株式会社のＭＰＣＴ－１０、ＭＰＣＴ－３８、ＭＰＣＴ－４６のようなスチルベ
ン誘導体である。
【００３９】
　いくつかの具現例で、本発明の光導電要素は一つ以上の電子輸送化合物を含む。電子輸
送化合物の塩は光導電層および／またはオーバーコート層のような、光導電要素に使われ
るのに望ましい。
【００４０】
　電子輸送化合物の塩は光導電要素で単独でまたは中性の電子輸送化合物のような追加的
な電子輸送化合物と共に使われる。複数の電子輸送化合物が使われる場合、上記の他の電
子輸送化合物は同じ層および／または別個の層に存在する。いくつかの具現例で、光導電
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層は中性の電子輸送化合物を含み、オーバーコート層は電子輸送化合物の塩を含む。
【００４１】
　一般的に、適当な具現例で、当該技術分野で公知の一つ以上の電子輸送化合物も使われ
うる。適当な電子輸送化合物の非制限的な例としてはブロモアニリン、テトラシアノエチ
レン、テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４
，５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン
、２，４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－インデノ－４Ｈ－
インデノ［１，２－ｂ］チオフェン－４－オン及び１，３，７－トリニトロジベンゾチオ
フェン－５，５－ジオキシド、（２，３－ジフェニル－１－インデニリデン）マロノニト
リル、４Ｈ－チオピラン－１，１－ジオキシド及びその誘導体（例えば、４－ジシアノメ
チレン－２，６－ジフェニル－４Ｈ－チオピラン－１，１－ジオキシド、４－ジシアノメ
チレン－２，６－ジ－ｍ－トリル－４Ｈ－チオピラン－１，１－ジオキシド）及び非対称
置換された２，６－ジアリール－４Ｈ－チオピラン－１，１－ジオキシド（例えば、４Ｈ
－１，１－ジオキソ－２－（ｐ－イソプロピルフェニル）－６－フェニル－４－（ジシア
ノメチリデン）チオピランと４Ｈ－１，１－ジオキソ－２－（ｐ－イソプロピルフェニル
）－６－（２－チエニル）－４－（ジシアノメチリデン）チオピラン）、ホスファ－２，
５－シクロヘキサジエンの誘導体、のようなアルコキシカルボニル－９－フルオレニリデ
ン）マロノニトリル誘導体（例えば、（４－ｎ－ブトキシカルボニル－９－フルオレニリ
デン）マロノニトリル、（４－フェネトキシカルボニル－９－フルオレニリデン）マロノ
ニトリル、（４－カルビトキシ－９－フルオレニリデン）マロノニトリルとジエチル（４
－ｎ－ブトキシカルボニル－２，７－ジニトロ－９－フルオレニリデン）－マロネート）
、アントラキノンジメタン誘導体（例えば、１１，１１，１２，１２－テトラシアノ－２
－アルキルアントラキノジメタンと１１，１１－ジシアノ－１２，１２－ビス（エトキシ
カルボニル）アントラキノジメタン）、アントロン誘導体（例えば、１－クロロ－１０－
［ビス（エトキシカルボニル）メチレン］アントロン、１，８－ジクロロ－１０－［ビス
（エトキシカルボニル）メチレン］アントロン、１，８－ジヒドロキシ－１０－［ビス（
エトキシカルボニル）メチレン］アントロンと１－シアノ－１０－［ビス（エトキシカル
ボニル）メチレン］アントロン）、７－ニトロ－２－アザ－９－フルオレニリデンマロノ
ニトリル、ジフェノキノン誘導体、ベンゾキノン誘導体、ナフトキノン誘導体、キニン誘
導体、テトラシアノエチレン、２，４，８－トリニトロチオキサントン、ジニトロベンゼ
ン誘導体、ジニトロアントラセン誘導体、ジニトロアクリジン誘導体、ニトロアントラキ
ノン誘導体、ジニトロアントラキノン誘導体、スクシン酸無水物、マレイン酸無水物、ジ
ブロモマレイン酸無水物、ピレン誘導体、カルバゾール誘導体、ヒドラゾン誘導体、Ｎ，
Ｎ－ジアルキルアニリン誘導体、ジフェニルアミン誘導体、トリフェニルアミン誘導体、
トリフェニルメタン誘導体、テトラシアノキノンジメタン、２，４，５，７－テトラニト
ロ－９－フルオレノン、２，４，７－トリニトロ－９－ジシアノメチレンフルオレノン、
２，４，５，７－テトラニトロキサントン誘導体及び２，４，８－トリニトロチオキサン
トン誘導体を含む。望ましくは、電子輸送化合物は（４－ｎ－ブトキシカルボニル－９－
フルオレニリデン）マロノニトリル、（４－ペンエトキシカルボニル－９－フルオレニリ
デン）マロノニトリル、（４－カルビトキシ－９－フルオレニリデン）マロノニトリルの
ような（アルコキシカルボニル－９－フルオレニリデン）マロノニトリル誘導体、及びジ
エチル（４－ｎ－ブトキシカルボニル－２，７－ジニトロ－９－フルオレニリデン）－マ
ロネートを含む。
【００４２】
　結合剤を有するオーバーコートに電子輸送化合物の塩を添加することが、オーバーコー
トを含む有機感光体の「Ｖｄ ｉ ｓ 」を減少させうるものと明らかになった。適当な電子輸
送化合物の塩としては、例えば電子輸送化合物から誘導された陽イオン及び陰イオンより
なる塩を含む。適当な陽イオンの非制限的な例としてはＮＨ４

＋ 、Ｋ＋ 、Ｌｉ＋ 、Ｎａ＋

、Ｒｂ＋ 、Ｃｓ＋ 、Ｃａ＋ ２ 、Ｍｇ＋ ２ 、Ｓｒ＋ ２ 、Ｂａ＋ ２ 、Ａｌ＋ ３ 、Ｃｏ＋ ２ 、Ｎ
ｉ＋ ２ 、Ｃｕ＋ ２ 、及びＺｎ＋ ２ を含む。酸性基を有する任意の中性電子輸送化合物は塩
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基によって本発明に適当な対応する陰イオンに転換される。例えば当該技術分野で公知の
電子輸送化合物の構造で酸無水物基、カルボン酸基、スルホン酸基、及びホスホン酸基は
、対応するカルボン酸、スルホン酸、及びホスホン酸基に各々変換される。
【００４３】
　塩誘導体から形成できる適当な電子輸送化合物の非制限的な例としては、例えば、ニト
ロ－９－フルオレノン誘導体、ジニトロ－９－フルオレノン誘導体、トリニトロ－９－フ
ルオレノン誘導体、テトラニトロ－９－フルオレノン誘導体、テトラシアノキノジメタン
誘導体、２，４，５，７－テトラニトロキサンチン誘導体、２，４，８－トリニトロチオ
キサンチン誘導体、２，６，８－トリニトロ－インデノ－４Ｈ－インデノ［１，２－ｂ］
チオフェン－４－オン誘導体、及び１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５
－ジオキシド、（２，３－ジフェニル－１－インデニリデン）マロニトリル誘導体、４Ｈ
－チオピラン－１，１－ジオキシド誘導体、非対称置換された２、６－ジアリル－４Ｈ－
チオピラン－１，１－ジオキシド誘導体、ホスファ－２，５－シクロヘキサジエン誘導体
、（アルコキシカルボニル－９－フルオレニリデン）マロニトリル誘導体、アントラキノ
ジメタン誘導体、アントロン誘導体、７－ニトロ－２－アザ－９－フルオレニリデン－マ
ロニトリル誘導体、ジフェノキノン誘導体、ベンゾキノン誘導体、ナフトキノン誘導体、
キニン誘導体、２，４，８－トリニトロチオキサンチン、ジニトロベンゼン誘導体、ジニ
トロアントラセン誘導体、ジニトロアクリジン誘導体、ニトロアントラキノン誘導体、ジ
ニトロアントラキノン誘導体、スクシン酸無水物、マレイン酸無水物、ジブロモマレイン
酸無水物、ピレン誘導体、カルバゾール誘導体、ヒドラゾン誘導体、Ｎ，Ｎ－ジアルキル
アニリン誘導体、ジフェニルアミン誘導体、トリフェニルアミン誘導体、トリフェニルメ
タン誘導体、２，４，７－テトラニトロ－９－ジシアノメチレンフルオレノン誘導体、２
，４，５，７－テトラニトロキサンチン誘導体及び２，４，８－トリニトロチオキサンチ
ン誘導体を含む。関心のあるいくつかの具現例で、本発明のための電子輸送化合物の陰イ
オンは次の化学式１～３で構成されたグループから選択される。
【００４４】
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４５】
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４６】
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【化６】
　
　
　
　
　
　
【００４７】
　上記電子輸送化合物の塩を形成するために、酸性電子輸送化合物は適当な塩基と結合で
きる。塩基の陽イオンは上記塩の陽イオンになり、電子輸送化合物の陰イオンは上記塩の
陰イオンになる。一般的に、上記塩の形成は水溶液上で行われるが、例えば過量の塩基及
び酸を添加して上記電子輸送化合物の塩を得る。いくつかの具現例で、上記塩は他の溶剤
、一般的に、アルコールのような極性溶剤で形成される。電子輸送化合物の塩を得た後に
、結合剤および／または他の化合物を上記塩と結合するために、上記塩及び適当な適当な
溶液で溶解され／または分散される結合剤および／または他の化合物を選択できる。
【００４８】
　ＵＶ吸収剤は紫外線を吸収した後、熱として発散させることができる。ＵＶ抑制剤は紫
外線により発生した自由ラジカルを捕獲した後、エネルギー発散と共に活性安定剤モイエ
ティを再生するものと見なされる。電子輸送化合物とＵＶ安定剤との相乗效果関係の面で
、ＵＶ安定化能力が経時的な有機感光体の劣化減少にさらに有利であるとしても、ＵＶ安
定剤の特別な長所がＵＶ安定化性能であることではない。理論により制限されるものでは
ないが、ＵＶ安定剤により寄与される相乗效果関係は化合物の電子的性質と関係があり、
結局これはＵＶ安定化機能に寄与し、電子輸送化合物と共同で電子誘導経路を設定するの
にさらに寄与する。特に、電子輸送化合物とＵＶ安定剤とが結合されてなる有機感光体は
サイクルが反復されるほどさらに安定した収容電圧Ｖａ ｃ ｃ を表すことができる。電子輸
送化合物及びＵＶ安定剤両方を含む層を有する有機感光体の改善された相乗效果作用は、
参照として本願に統合された未公開の米国特許出願第１０／４２５，３３３号（発明の名
称：光安定剤を含む有機感光体、出願人：Ｚｈｕ、出願日：２００３年４月２８日）によ
り詳細に記述されている。
【００４９】
　適当な光安定剤の非制限的な例として、例えばＴｉｎｕｖｉｎ１４４及びＴｉｎｕｖｉ
ｎ２９２（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ  Ｃｈｅｍｉｃａｌ、Ｔｅｒｒｙｔｏｗｎ，Ｎ
Ｙから購入可能）のようなヒンダードトリアルキルアミン、Ｔｉｎｕｖｉｎ１２３（Ｃｉ
ｂａ  Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌから購入可能）のようなヒンダードアルコ
キシジアルキルアミン、Ｔｉｎｕｖｉｎ３２８、Ｔｉｎｕｖｉｎ９００、及びＴｉｎｕｖ
ｉｎ９２８（Ｃｉｂａ  Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌから購入可能）のような
ベンゾトリアゾール、Ｓａｎｄｕｖｏｒ３０４１（Ｃｌａｒｉａｎｔ  Ｃｏｒｐ．，Ｃｈ
ａｒｌｏｔｔｅ、Ｎ．Ｃ．から購入可能さ）のようなベンゾフェノン、Ａｒｂｅｓｔａｂ
（Ｒｏｂｉｎｓｏｎ　Ｂｒｏｔｈｅｒｓ  Ｌｔｄ，Ｗｅｓｔ  Ｍｉｄｌａｎｄｓ，Ｇｒｅａ
ｔ  Ｂｒｉｔａｉｎから購入可能）のようなニッケル化合物、サリシレート、シアノシン
ナメート、ベンジリデンマロネート、ベンゾエート、Ｓａｎｄｕｖｏｒ　ＶＳＵ（Ｃｌａ
ｒｉａｎｔ  Ｃｏｒｐ．，Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，Ｎ．Ｃ．から購入可能）のようなオキサ
ニリド、Ｃｙａｇａｒｄ  ＵＶ－１１６４（Ｃｙｔｅｔ  Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　Ｉｎｃ．
，Ｎ．Ｊ．から購入可能）のようなトリアジン、Ｌｕｃｈｅｍ（Ａｔｏｃｈｅｍ  Ｎｏｒ
ｔｈ  Ａｍｅｒｉｃａ、Ｂｕｆｆａｌｏ、ＮＹから購入可能）のような高分子の立体的な
ヒンダードアミン（ｐｏｌｙｍｅｒｉｃ　ｓｔｅｒｉｃａｌｌｙ  ｈｉｎｄｅｒｅｄ  ａｍ
ｉｎｅｓ）が挙げられる。いくつかの具現例で、光安定剤は下記化学式４、５を有するヒ
ンダードトリアルキルアミンで構成された基から選択される。
【００５０】
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【化７】
　
　
　
　
　
　
　
【００５１】
【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００５２】
　上記化学式４，５におけるＲ１ ，Ｒ２ ，Ｒ３ ，Ｒ４ ，Ｒ６ ，Ｒ７ ，Ｒ８ ，Ｒ１ ０ ，Ｒ１

１ ，Ｒ１ ２ ，Ｒ１ ３ ，Ｒ１ ５ は、相互独立的に水素、アルキル基、またはエステル、また
はエーテル基であり、Ｒ５ ，Ｒ９ 及びＲ１ ４ は相互独立的にアルキル基であり、Ｘは、－
Ｏ－ＣＯ－（ＣＨ２ ）ｍ －ＣＯ－Ｏ－（ｍは２～２０）で構成された基から選択された連
結基である。
【００５３】
　一般的に結合剤は、適当な具現例の場合、電荷輸送化合物（電荷輸送層または単一層構
造の場合に）、電荷発生化合物（電荷発生層または単一層構造の場合に）、および／また
は電子輸送化合物を分散させるか、溶解させる。例えば、電荷発生層及び電荷輸送層両方
の場合に使われる適当な高分子結合剤の例としては、一般的に、ポリスチレン－ｃｏ－ブ
タジエン、ポリスチレン－ｃｏ－アクリロニトリル、改質アクリル系重合体、ポリビニル
アセテート、スチレン－アルキル樹脂、ソヤ－アルキル樹脂、ポリビニルクロライド、ポ
リビニリデンクロライド、ポリアクリロニトリル、ポリカーボネート、ポリアクリル酸、
ポリアクリレート類、ポリメタクリレート類、スチレン重合体、ポリビニルブチラル、ア
ルキル樹脂、ポリアミド、ポリウレタン、ポリエステル類、ポリスルホン類、ポリエーテ
ル類、ポリケトン類、フェノキシ系樹脂、エポキシ系樹脂、シリコン系樹脂、ポリシロキ
サン類、ポリ（ヒドロキシエーテル）系樹脂、ポリヒドロキシスチレン系樹脂、ノボラッ
ク、ポリ（フェニルグリシジルエーテル）－ｃｏ－ジシクロペンタジエン、上記重合体に
使われた単量体の共重合体及びその組合せ物が挙げられる。いくつかの具現例でポリカー
ボネート、ポリビニルブチラルが特に望ましい。例えば、適当なポリカーボネート結合剤
の例としては、ビスフェノールＡから誘導されたポリカーボネートＡ、シクロへキシリデ
ンビスフェノールから誘導されたポリカーボネートＺ、メチルビスフェノルＡから誘導さ
れたポリカーボネートＣ及びポリエステルカーボネートが挙げられる。適当なポリビニル
ブチラルバインダーとしては、例えば日本の積水化学から購入可能なＢＸ－１とＢＸ－５
とがある。結合剤は水性系や水分散高分子結合剤である。本願で記述したオーバーコート
層に適当な水性系高分子結合剤として非制限的な例には、ＡｎｄｕｒａＴ Ｍ －５０、－１
００、及び－２００（Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔから購入可能）、Ｓｈａｋｏｐｅｅ、ＭＮ
 ５５３７９のようなポリウレタン、ＨｙｂｒｉｄｕｒＴ Ｍ －５６０、－５７０、及び－
５８０（Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔから購入可能）、ウレタン－アクリル樹脂、Ａｎｃａｒ
ｅｚＴ Ｍ Ａｒ  ５５０（Ａｉｒ  Ｐｒｏｄｕｃｔから購入可能）、及びＢｅｃｋｏｐｏｘＴ

Ｍ （Ｓｏｌｕｔｉａ　Ｉｎｃ．，Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯから購入可能）のようなエポキ
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シ樹脂がある。
【００５４】
　一つまたはそれ以上の層のための適当な選択的な添加剤には、例えば酸化防止剤、カッ
プリング剤、分散剤、硬化剤、界面活性剤及びこれらの組合せなどがある。
【００５５】
　光導電要素は通常的に約１０～約４５ミクロン（μｍ）の厚さを有し、望ましくは約１
２～約４０ミクロンの厚さを有する。別個の電荷発生層及び別個の電荷輸送層を有する二
重層の具現例で、電荷発生層は一般的に約０．５～２ミクロンの厚さを有し、電荷輸送層
は約５～３５ミクロンの厚さを有する。電荷輸送化合物及び電荷発生化合物が同じ層に含
まれた具現例で、電荷発生化合物及び電荷輸送組成を有する層は約７～３０ミクロンの厚
さを有する。別個の電子輸送層を有する具現例で、電子輸送層は約０．５～１０ミクロン
、より望ましい具現例では約１～３ミクロンの平均厚さを有する。一般的に、電子輸送オ
ーバーコート層は機械的耐摩耗性を増加させ、キャリア流体及び大気中の水分に対する抵
抗性を増加させ、コロナガスによる感光体の劣化を減少させる。なお、当業者ならば上記
範囲内で厚さの範囲を別途に設定でき、それが本発明の範囲内にあることが認識できる。
【００５６】
　本願で記述した有機感光体の場合、電荷発生化合物の量は、光導電層の重量基準に約０
．５～２５重量％であり、望ましくは約１～１５重量％であり、より望ましくは約２～１
０重量％である。電荷輸送化合物の量は、光導電層の重量基準に約１０～８０重量％であ
り、望ましくは約３５～６０重量％であり、より望ましくは約４５～５５重量％である。
現在、選択的な電子輸送化合物の量は光導電層の重量基準に少なくとも約２重量％であり
、望ましくは約２．５～２５重量％であり、より望ましくは約４～２０重量％である。結
合剤の量は、光導電層の重量基準に約１５～８０重量％であり、より望ましくは約２０～
７５重量％である。なお、当業者ならば、上記の組成の明示された範囲内で結合剤含量の
範囲を別途に設定でき、それが本発明の範囲内にあることが認識できる。
【００５７】
　別個の電荷発生層及び電荷輸送層を有する二重層を具備する具現例の場合、電荷発生層
は一般的に、電荷発生層の重量基準に、例えば約１０～９０重量％であり、望ましくは約
１５～８０重量％であり、より望ましくは約２０～７５重量％の結合剤を含む。電荷発生
層において選択的な電子輸送化合物の含量は、電荷発生層の重量基準に、一般的に約２．
５重量％であり、望ましくは約４～３０重量％であり、より望ましくは約１０～２５重量
％である。電荷輸送層は一般的に約２０～７０重量％の結合剤を含み、望ましくは約３０
～５０重量％の結合剤を含む。なお、当業者ならば上記範囲内で二重層具現例の結合剤濃
度の範囲を別途に設定でき、それが本発明の範囲内にあることが認識できる。
【００５８】
　電荷発生化合物及び電荷輸送化合物を有する単一層の具現例で、光導電層は一般的に結
合剤、電荷輸送化合物及び電荷発生化合物を含む。電荷発生化合物の量は、光導電層の重
量基準に、約０．０５～２５重量％であり、望ましくは約２～１５重量％である。電荷輸
送化合物の含量は、通常的な添加物のような選択的な添加物及び結合剤を含む光導電層の
残留物と共に、光導電層の重量基準に例えば約１０～８０重量％、望ましくは約２５～６
５重量％、より望ましくは約３０～６０重量％、より望ましくは約３５～５５重量％であ
る。電荷輸送組成物及び電荷発生化合物を有する単一層は、一般的に約１０～７５重量％
、望ましくは約２０～６０重量％、望ましくは約２５～５０重量％の結合剤を含む。選択
的に、電荷発生化合物及び電荷輸送化合物を有する層は電子輸送化合物を含む。選択的な
電子輸送化合物の含量は、光導電層の重量基準に、一般的に少なくとも約２．５重量％で
あり、望ましくは約４～３０重量％であり、より望ましくは約１０～２５重量％である。
なお、当業者ならば上記の層の明示された範囲内で組成厚さの範囲を別途に設定でき、そ
れが本発明の範囲内にあることが認識できる。
【００５９】
　一般的に、電子輸送層を有する任意の層は、ＵＶ光安定剤をさらに含むことが望ましい
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。特に、電子輸送層は一般的に電子輸送化合物、結合剤、及び選択的なＵＶ光安定剤を含
むことができる。電子輸送化合物を含むオーバーコート層は、参照として本願に統合され
た上記米国特許出願第１０／３９６，５３６号にさらに詳細に記述されている。例えば、
この文献で記述された電子輸送化合物は、本願で記述された光導電体の離型層として使う
ことができる。電子輸送層の電子輸送化合物は、電子輸送層の重量基準に、例えば約１０
～５０重量％の量であり、望ましくは約２０～４０重量％の量である。なお、当業者であ
れば、上記の層について明示された範囲内で組成範囲を別途に設定でき、それが本発明の
範囲内にあることが認識できる。
【００６０】
　光導電体の一つまたはそれ以上の適切な任意層においてＵＶ光安定剤は、特定層の重量
基準に、一般的に約０．５～２５重量％の含量で使われるが、望ましくは約１～１０重量
％の量である。なお、当業者であれば、上記の層について明示された範囲内で組成範囲を
別途に設定でき、それが本発明の範囲内にあることが認識できる。
【００６１】
　例えば、光導電層は、有機溶媒に一つまたはそれ以上の電荷発生化合物、電荷輸送化合
物、電子輸送化合物、ＵＶ光安定剤、及び高分子結合剤のような成分を分散したり溶解さ
せ、それぞれの下層上部に上記分散液および／または溶液をコーティングし、これを乾燥
させることによって形成できる。特に、成分は高剪断力の均質化、ボールミーリング、ア
トリッターミーリング、高エネルギービード（サンド）ミーリングまたは分散液の形成時
に粒径縮小に効果的であると知られた他のサイズ縮小工程またはミキシング手段によりさ
らに分散される。多重層を有する光導電要素の場合、この層は一般的に望ましい構造を形
成するために連続的に適用される。
【００６２】
　感光体はその上部に選択的に一つまたは複数の付加層を有することができる。付加層に
は、障壁層、離型層、保護層、または接着層のようなサブ層またはオーバーコート層が可
能である。離型層または保護層は光導電体要素の最上部に形成される。障壁層は離型層と
光導電要素間に介在されたり、光導電要素をオーバーコートするのに使われる。障壁層は
その下層が摩耗されることを防止する。接着層は、光導電要素、障壁層及び離型層、また
はこれらの組合せの間に位置して接着性を改善させる。サブ層は電荷遮断層であり、導電
性支持体と光導電要素間に位置する。サブ層はまた導電性支持体と光導電要素間に位置し
てこれらの接着性を改善させる。
【００６３】
　オーバーコート層のための結合剤には、例えば、フルオロ化重合体、シロキサン重合体
、フルオロシリコン重合体、シラン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアクリレート
、ポリ（メチルメタクリレート－ｃｏ－メタクリル酸）、ウレタン樹脂、ウレタン－エポ
キシ樹脂、アクリレート－ウレタン樹脂、ウレタン－アクリル樹脂、エポキシ樹脂、また
はこれらの組合せ物のような重合体が可能である。望ましくは、結合剤は有機重合体であ
り、より望ましくは、結合剤はシルセスキオキサンでない重合体である。上記の結合剤は
ソルベント系や水性系いずれも可能である。望ましくは、オーバーコート結合剤は水性系
または水分散高分子結合剤である。本願で記述したオーバーコート層に適当な水性系高分
子結合剤として非制限的な例には、ＡｎｄｕｒａＴ Ｍ －５０、－１００、及び－２００（
Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔから購入可能）、Ｓｈａｋｏｐｅｅ、ＭＮ  ５５３７９のような
ポリウレタン、ＨｙｂｒｉｄｕｒＴ Ｍ －５６０、－５７０、及び－５８０（ＡｉｒＰｒｏ
ｄｕｃｔから購入可能）、ウレタン－アクリル樹脂、ＡｎｃａｒｅｚＴ Ｍ Ａｒ　５５０（
Ａｉｒ  Ｐｒｏｄｕｃｔから購入可能）、及びＢｅｃｋｏｐｏｘＴ Ｍ （Ｓｏｌｕｔｉａ  Ｉ
ｎｃ．，Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯから購入可能）のようなエポキシ樹脂である。オーバー
コート結合剤は水性系ポリウレタンであることが望ましい。しかし、高分子結合剤の大部
分は小さな電気導電度を有し、したがって変更されない限り高いＶｄ ｉ ｓ を示す。
【００６４】
　例えば、適当な障壁層は、架橋能力があるシロキサノール－コロイダルシリカコーティ
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ング及び水酸化シルセスキオキサン－コロイダルシリカコーティングのようなコーティン
グと、ポリビニルアルコール、メチルビニルエーテル／マレイン酸無水物共重合体、カゼ
イン、ポリビニルピロリドン、ポリアクリル酸、ゼラチン、澱粉、ポリウレタン、ポリイ
ミド、ポリエステル、ポリアミド、ポリビニルアセテート、ポリビニルクロライド、ポリ
ビニリデンクロライド、ポリカーボネート、ポリビニルブチラル、ポリビニルアセトアセ
タル、ポリビニルホルマル、ポリアクリロニトリル、ポリメチルメタクリレート、ポリア
クリレート類、ポリビニルカルバゾール類、上記重合体に使われた単量体の共重合体、ビ
ニルクロライド／ビニルアセテート／ビニルアルコール三元共重合体、ビニルクロライド
／ビニルアセテート／マレイン酸三元共重合体、エチレン／ビニルアセテート共重合体、
ビニルクロライド／ビニリデンクロライド共重合体、セルロース重合体及びこれらの混合
物のような有機結合剤を含む。障壁層は選択的に乾式シリカ（Ｆｕｍｅｄ
Ｓｉｌｉｃａ）、シリカ、チタニア、アルミナ、ジルコニア、またはこれらの組合せ物の
ような小さな無機粒子を含有することもある。障壁層は参照として本願に統合された未公
開の米国特許出願第６，００１，５２２号（発明の名称：有機重合体及びシリカを含む光
導電要素用障壁層、出願人：Ｗｏｏ）にさらに詳細に記載されている。最上部にコーティ
ングされた離型層は本発明の技術分野で公知の任意の離型層組成を含むことができる。望
ましくは、離型層はフルオロ化重合体、シロキサン重合体、フルオロシリコン重合体、シ
ラン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアクリレート、またはこれらの組合わせであ
る。離型層は架橋された重合体を含むことができる。
【００６５】
　離型層は例えば本発明の技術分野で公知の任意の離型層組成を含むことができる。望ま
しくは、離型層はフルオロ化重合体、シロキサン重合体、フルオロシリコン重合体、シラ
ン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアクリレート、ポリ（メチルメタクリレート－
ｃｏ－メタクリル酸）、ウレタン樹脂、ウレタン－エポキシ樹脂、アクリレート－ウレタ
ン樹脂、ウレタン－アクリル樹脂、またはこれらの組合せ物を含む。さらに望ましくは、
離型層は架橋された重合体を含む。
【００６６】
　保護層は化学的及び機械的劣化から有機感光体を保護できる。保護層は本発明の技術分
野で公知の任意の保護層組成を含むことができる。望ましくは、保護層はフルオロ化重合
体、シロキサン重合体、フルオロシリコン重合体、ポリシラン、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリアクリレート、ポリ（メチルメタクリレート－ｃｏ－メタクリル酸）、ウレ
タン樹脂、ウレタン－エポキシ樹脂、アクリレート－ウレタン樹脂、ウレタン－アクリル
樹脂、またはこれらの組合せ物を含む。さらに望ましくは、保護層は架橋された重合体を
含む。
【００６７】
　オーバーコート層は、参照として本願に統合された上記米国特許出願第１０／３９６，
５３６号にさらに詳細に記述されている。本願に記述されたように、電子輸送化合物の塩
はオーバーコート層に置換されて、オーバーコートを有する有機感光体の光電特性を向上
させうる。電子輸送化合物は、例えば本発明の離型層に使われうる。オーバーコート層の
電子輸送化合物の量は、離型層の重量基準に約１～５０重量％であり、望ましくは約２～
４０重量％であり、より望ましくは約５～３０重量％であり、さらに望ましくは約１０～
２０重量％である。なお、当業者ならば上記の明示された範囲内で組成の範囲を別途に設
定でき、それが本発明の範囲内にあるということが認識できる。
【００６８】
　一般的に、接着層はポリエステル、ポリビニルブチラル、ポリビニルピロリドン、ポリ
ウレタン、ポリメチルメタクリレート、ポリ（ヒドロキシアミノエーテル）のようなフィ
ルム形成用重合体を含む。
【００６９】
　サブ層は、例えば、ポリビニルブチラル、有機シラン、加水分解性シラン、エポキシ樹
脂、ポリエステル、ポリアミド、ポリウレタン、シリコンなどを含むことができる。望ま

10

20

30

40

50

(18) JP 3724802 B2 2005.12.7



しくは、サブ層は約２０～２，０００Ａ間の乾燥厚さを有する。金属酸化物導電性粒子を
含むサブ層は約１～２５ミクロン間の厚さを有する。なお、当業者ならば上記の明示され
た範囲内で組成及び厚さの範囲を別途に設定でき、それが本発明の範囲内にあることが認
識できる。
【００７０】
　本願で記載された感光体は乾式または湿式トナー現像に関する画像形成工程に使用し適
している。例えば、本発明の技術分野で公知のあらゆる乾式または湿式トナーは本発明の
工程及び装置に使用できる。湿式トナー現像は高解像度の画像を提供し、乾式トナーに比
べて画像定着に必要なエネルギーがさらに少ないために望ましい。適当な湿式トナーは本
発明の技術分野で公知のものである。湿式トナーは一般的にキャリア流体に分散されたト
ナー粒子を含む。トナー粒子は着色剤／顔料、樹脂結合剤、および／または電荷制御剤を
含む。湿式トナーのいくつかの具現例では、樹脂対顔料の比は１：１～１０：１（１／１
～１０／１）であり、望ましくは４：１～８：１（４／１～８／１）である。湿式トナー
は特許文献１～３にさらに詳細に記載されており、これらはいずれも参照として本願に統
合されている。
【００７１】
　以下、本発明の実施例について詳細に説明する。
（実施例１：電子輸送化合物の合成）
　本実施例においては、いくつかの具現例で有機感光体の形成のための電子輸送化合物の
塩を含む電子輸送化合物の合成または入手方法について記載する。
【００７２】
（「４－ｎ－ブトキシカルボニル－９－フルオレニリデン」マロノニトリルの製造）
　４６０ｇの濃縮硫酸（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ製品、Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ、ＷＩ、
４．７モル、分析級）と１００ｇのジフェン酸（０．４１モル、Ａｃｒｏｓ　Ｆｉｓｈｅ
ｒ  Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ  Ｃｏｍｐａｎｙ  Ｉｎｃ．製品、Ｈａｎｏｖｅｒ  Ｐａｒｋ，Ｉ
Ｌ）を温度計、機械的攪拌器及び還流コンデンサーが備えられた１リットルの３口の丸底
フラスコに添加した。加熱マントルを使用して上記フラスコを１３５～１４５℃で１２分
間加熱した後、室温に冷却させた。その後、この溶液を３リットルの水を入れた４リット
ルの三角フラスコに添加した。上記混合物を機械的に攪拌して１時間緩慢に加熱した。黄
色固体をろ過した後、洗浄水のｐＨが中性になるまで熱い水で洗浄した。上記固体を空気
中で一晩中乾燥させた。上記黄色固体は融点が２２３～２２４℃のフルオレノン－４－カ
ルボン酸（７５ｇ、８０％収率）であった。フルオレノン－４－カルボン酸の１ Ｈ－ＮＭ
Ｒ　スペクトルはＢｒｕｋｅｒ  Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔの３００ＭＨｚ  ＮＭＲでｄ６ －Ｄ
ＭＳＯで得た。ピークはδ＝７．３９～７．５０（ｍ，２Ｈ）；δ＝７．７９～７．７０
（ｑ，２Ｈ）、δ＝７．７４～７．８５（ｄ，１Ｈ）、δ＝７．８８～８．００（ｄ，１
Ｈ）、及びδ＝８．１８～８．３０（ｄ，１Ｈ）で見つけられたが、ここでｄは二重線、
ｔは三重線、ｍは多重線であり、ｄｄは復二重線、ｑは五重線である。
【００７３】
　フルオレノン－４－カルボン酸７０ｇ（０．３１２モル）、ｎ－ブタノール（Ｆｉｓｈ
ｅｒ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ  Ｃｏｍｐａｎｙ  Ｉｎｃ．，Ｈａｎｏｖｅｒ  Ｐａｒｋ，Ｉ
Ｌから市販用で購入）４８０ｇ（６．５モル）、トルエン１０００ｍｌ、及び濃い硫酸４
ｍｌをディーンスターク（Ｄｅａｎ　Ｓｔａｒｋ）装置が連結された還流コンデンサー及
び攪拌器が備えられた２リットルの丸底フラスコに添加した。この溶液を５時間激しく攪
拌及び還流し、その間に約６ｇの水がディーンスターク装置に収集された。その後、上記
フラスコを室温に冷却させた。上記溶媒を蒸発させ、残留物を４リットルの３％重炭酸ナ
トリウム水溶液に攪拌しながら添加した。上記固体をろ過した後、洗浄液のｐＨが中性に
なるまで水で洗浄し、フードで一晩中乾燥させた。生成物はｎ－ブチルフルオレノン－４
－カルボキシラートエステル（７０ｇ、８０％収率）であった。ｎ－ブチルフルオレノン
－４－カルボキシラートエステルの１ Ｈ－ＮＭＲスペクトルはＢｒｕｋｅｒ　Ｉｎｓｔｒ
ｕｍｅｎｔの３００ＭＨｚ  ＮＭＲでＣＤＣｌ３ で得られた。ピークはδ＝０．８７～１
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．０９（ｔ，３Ｈ）、δ＝１．４２～１．７０（ｍ，２Ｈ）、δ＝１．７５～１．８８（
ｑ，２Ｈ）、δ＝４．２６～４．６４（ｔ，２Ｈ）、δ＝７．２９～７．４５（ｍ，２Ｈ
）、δ＝７．４６～７．５８（ｍ，１Ｈ）、δ＝７．６０～７．６８（ｄｄ，１Ｈ）、δ
＝７．７５～７．８２（ｄｄ，１Ｈ）、δ＝７．９０～８．００（ｄｄ，１Ｈ）、δ＝８
．２５～８．３５（ｄｄ，１Ｈ）で得られた。
【００７４】
　ｎ－ブチルフルオレノン－４－カルボキシラートエステル７０ｇ（０．２５モル）、純
粋なメタノール７５０ｍｌ、マロノニトリル（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ，Ｍｉｌｗａ
ｕｋｅｅ，ＷＩから商業的に購入）３７ｇ（０．５５モル）、ピペリジン（Ｓｉｇｍａ－
Ａｌｄｒｉｃｈ，Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，ＷＩから商業的に購入）２０滴を攪拌器及び還流
コンデンサーが備えられた２リットルの３口の丸底底のフラスコに添加した。この溶液を
８時間還流した後、フラスコを常温に冷却させた。オレンジ色の粗生成物をろ過した後、
メタノール７０ｍｌに２回、水１５０ｍｌに１回ずつ洗浄し、フードで一晩中乾燥させた
。上記オレンジ色の粗生成物を活性炭を使用してアセトン６００ｍｌとメタノール３００
ｍｌとの混合物に再結晶させた。上記フラスコを１６時間０℃に置いた。そして、結晶を
ろ過し、５０℃の真空オーブンで６時間乾燥させて純粋な（４－ｎ－ブトキシカルボニル
－９－フルオレニリデン）マロノニトリル６０ｇが得られた。固形分の融点（ｍ．ｐ．）
は９９～１００℃に明らかになった。（４－ｎ－ブトキシカルボニル－９－フルオレニリ
デン）マロノニトリルの１ Ｈ－ＮＭＲスペクトルはＢｒｕｋｅｒ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
の３００ＭＨｚ  ＮＭＲでＣＤＣｌ３ で得られた。ピークはδ＝０．７４～１．１６（ｔ
，３Ｈ）、δ＝１．３８～１．７２（ｍ，２Ｈ）、δ＝１．７０～１．９０（ｑ，２Ｈ）
、δ＝４．２９～４．５５（ｔ，２Ｈ）、δ＝７．３１～７．４３（ｍ，２Ｈ）、δ＝７
．４５～７．５８（ｍ，１Ｈ）、δ＝７．８１～７．９１（ｄｄ，１Ｈ）、δ＝８．１５
～８．２５（ｄｄ，１Ｈ）、δ＝８．４２～８．５２（ｄｄ，１Ｈ）、δ＝８．５６～８
．６６（ｄｄ，１Ｈ）で得られた。
【００７５】
（９－フルオレノン－４－カルボン酸の製造）
　４６０ｇの濃縮硫酸（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ製品、Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ、ＷＩ、
４．７モル、分析級）と１００ｇのジフェン酸（０．４１モル、Ａｃｒｏｓ　Ｆｉｓｈｅ
ｒ  Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ  Ｃｏｍｐａｎｙ  Ｉｎｃ．製品、Ｈａｎｏｖｅｒ  Ｐａｒｋ，Ｉ
Ｌ）を温度計、機械的攪拌器及び還流コンデンサーが備えられた１リットルの３口の丸底
フラスコに添加した。加熱マントルを使用して上記フラスコを１３５～１４５℃で１２分
間加熱した後、室温に冷却させた。その後、この溶液を３リットルの水を入れた４リット
ルの三角フラスコに添加した。上記混合物を機械的に攪拌して１時間緩慢に加熱した。黄
色固体をろ過した後、洗浄水のｐＨが中性になるまで熱い水で洗浄した。上記固体を空気
中で一晩中乾燥させた。上記黄色固体は融点が２２３～２２４℃のフルオレノン－４－カ
ルボン酸（７５ｇ、８０％収率）であった。フルオレノン－４－カルボン酸の１ Ｈ－ＮＭ
Ｒ　スペクトルはＢｒｕｋｅｒ  Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔの３００ＭＨｚ  ＮＭＲでｄ６ －Ｄ
ＭＳＯで得られた。ピークはδ＝７．３９～７．５０（ｍ，２Ｈ）；δ＝７．７９～７．
７０（ｑ，２Ｈ）、δ＝７．７４～７．８５（ｄ，１Ｈ）、δ＝７．８８～８．００（ｄ
，１Ｈ）、及びδ＝８．１８～８．３０（ｄ，１Ｈ）で見つけられたが、ここでｄは二重
線、ｔは三重線、ｍは多重線であり、ｄｄは復二重線、ｑは五重線である。上記前駆体は
、下記に記載された電子輸送化合物を合成するのに使用した。
【００７６】
（「
　２０８ｇの９－フルオレノン－４－カルボン酸（０．９３モル）、３リットルのメタノ
ール（Ａｃｒｏｓｓ　Ｆｉｓｈｅｒ  Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ  Ｃｏｍｐａｎｙ  Ｉｎｃ．製
品、Ｈａｎｏｖｅｒ  Ｐａｒｋ，ＩＬ）、２３７．８ｇのマロニトリル（３．６モル、Ａ
ｌｄｒｉｃｈ  Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏ．から購入）及び２．８１ｇのピペリジン（０
．０３３モル、Ａｌｄｒｉｃｈ  Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ  Ｃｏ．から購入）を機械的攪拌器及
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び還流コンデンサーを具備した５リットルの３口の丸底フラスコに添加した。この溶液を
一晩中還流させた。その後、上記フラスコを室温に冷却させ、オレンジ色の生成物をろ過
した。このオレンジ色の生成物を１リットルのメタノールで攪拌し、３０分間沸かしてろ
過した後、１００ｍｌのメタノールで洗浄した後、６０℃で８時間真空オーブンで乾燥し
た。上記化合物は上記化学式１の陰イオンを有する塩を形成するのに使われる。
【００７７】
（「４－カルボキシ－９－フルオレニリデン」マロニトリルのナトリウム塩の製造）
　５ｇの（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリル及び９５ｇの蒸溜水を
８ｏｚの広口びんに添加した。固形の水酸化ナトリウムをあらゆる固形分が溶解されるま
で過量添加した。１Ｎ　ＨＣｌの溶液をｐＨが１０～１１から７～８に落ちるまで添加し
た。その後に上記溶液をろ過し、上記ろ過液は以後の評価及び感光体を構成するのに使用
した。
【００７８】
（「４－カルボキシ－９－フルオレニリデン」マロニトリルのアンモニウム塩の製造）
　１ｇの（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリル及び９９ｇの蒸溜水を
８ｏｚの広口びんに添加した。その後、過量の水酸化アンモニウム溶液をあらゆる固形分
が溶解されるまで添加した。１Ｎ　ＨＣｌの溶液をｐＨが１０～１１から７～８に落ちる
まで添加した。その後、上記溶液をろ過し、ろ過液は以後の評価及び感光体を構成するの
に使用した。
【００７９】
（
　２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸は下記の方法により製造される。９－
フルオレノン－４－カルボン酸（１１．２ｇ、０．０５モル）を５００ｍｌの丸いフラス
コに置く。その後、３００ｍｌの赤い蒸気を有する硝酸を１０分間常温で上記フラスコに
添加する。それから５０ｍｌの濃縮硫酸を５分間添加する。その結果、溶液を１０分間常
温で攪拌した後、一定に攪拌しながら１．５リットルの氷水に徐々に注ぐ。そして固形生
成物をろ過により収集して５％塩酸水溶液で洗浄し、その後、２４時間６０℃で真空で乾
燥する。
【００８０】
（「２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸」マロニトリルの製造）
　１モルの２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸、３リットルのメタノール、
３．６モルのマロニトリル（Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ  Ｃｏ．から購入）及
び２．８１ｇのピペリジン（０．０３３モル、Ａｌｄｒｉｃｈ  Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ  Ｃｏ
．から購入）を機械的攪拌器及び還流コンデンサーを具備した５リットルの３口の丸底フ
ラスコに添加した。この溶液を一晩中還流させた。その後、上記フラスコを室温に冷却さ
せて、オレンジ色の生成物をろ過した。このオレンジ色生成物を１リットルのメタノール
で攪拌し、３０分間沸かしてろ過した後、１００ｍｌのメタノールで洗浄した後に６０℃
で８時間真空オーブンで乾燥した。その結果、（２，７－ジニトロフルオレノン－４－カ
ルボン酸）マロニトリル生成物が得られた。上記生成化合物は上記化学式２の陰イオンを
有する塩を形成するのに使われる。
【００８１】
（「２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸」マロニトリルのナトリウム塩の製
造）
　（２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸）マロニトリルのナトリウム塩は下
記の方法により製造される。５ｇの（２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸）
マロニトリル及び９５ｇの蒸溜水を８ｏｚの広口びんに添加する。固形の水酸化ナトリウ
ムをあらゆる固形分が溶解されるまで過量添加する。１Ｎ　ＨＣｌの溶液をｐＨが１０～
１１から７～８に落ちるまで添加した。その後、この溶液をろ過し、ろ過液は以後の評価
及び感光体を構成するのに使用した。
【００８２】
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（「２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸」マロニトリルのアンモニウム塩の
製造）
　１ｇの（２，７－ジニトロフルオレノン－４－カルボン酸）マロニトリル及び９９ｇの
蒸溜水を８ｏｚの広口びんに添加する。水酸化アンモニウム溶液をあらゆる固形分が溶解
される時まで過量添加する。１Ｎ　ＨＣｌの溶液をｐＨが１０～１１から７～８に落ちる
まで添加した。その後、この溶液をろ過し、ろ過液は以後の評価及び感光体を構成するの
に使用した。
【００８３】
（２，４－ジニトロベンゼンスルホン酸ナトリウム塩）
　２，４－ジニトロベンゼンスルホン酸ナトリウム塩（カタログ番号２５，９９３－４）
の製品はＡｌｄｒｉｃｈ（Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，ＷＩ）から購入できる。上記生成化合物
は上記化学式３の陰イオンを有する塩を形成するのに使われる。
【００８４】
（実施例２：有機感光体の製造）
　本実施例は５個の有機感光体サンプル及び３個の比較サンプルの製造について記載して
いる。これらサンプル及び比較サンプルは下記の実施例で評価した。
【００８５】
（比較サンプルＡ）
　比較サンプルＡは蒸気コーティングされたアルミニウム層（ＣＰ　Ｆｉｌｍｓ，Ｍａｒ
ｔｉｎｓｖｉｌｌｅ，ＶＡから商業的に購入）を有する７６．２ミクロン（３ｍｉｌ）厚
さのポリエステル支持体を具備した単一層の有機感光体である。単一層の有機感光体用コ
ーティング溶液は、テトラヒドロフラン（Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ，Ｍｉｌｗａｕｋ
ｅｅ，ＷＩから商業的に購入）に溶解された２０％（４－ｎ－ブトキシカルボニル－９－
フルオレニリデン）マロノニトリル８９２．５ｇ、テトラフランに溶解された２５％ＭＰ
ＣＴ－１０（三菱製紙から商業的に購入した電荷輸送化合物）２４７５．２ｇ、テトラヒ
ドロフランに溶解された１４％ポリビニルブチラル樹脂（積水化学から商業的に購入した
ＢＸ－１）２１２８．９ｇ、テトラヒドロフランに溶解された１５％Ｔｉｎｕｖｉｎ（登
録商標）－２９２　１５８．６７ｇ、１５％Ｔｉｎｕｖｉｎ（登録商標）－９２８  １３
０．９ｇ（二つともＣｉｂａ  Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ  Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．，Ｔｅ
ｒｒｙｔｏｗ  Ｎ，ＮＹから商業的に購入）、及びテトラヒドロフラン９３９．９ｇを予
備混合して製造する。その次に上記混合物に、１９％チタニルオキシフタロシアニン（Ｈ
．Ｗ．Ｓａｎｄｓ　Ｃｏｒｐ．，Ｊｕｐｉｔｅｒ，ＦＬから商業的に購入）及びポリビニ
ルブチラル樹脂（積水化学から商業的に購入したＢＸ－５）を２．３：１の重量比で含む
ＣＧＭ顔料分散液（ｍｉｌｌ－ｂａｓｅ）２７３．９ｇを添加する。上記ＣＧＭ顔料分散
液は、水平サンドミル（Ｎｅｔｚｓｃｈ　Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ，Ｅｘｏｎ，ＰＡか
ら商業的に購入したモデルＬＭＣ１２  ＤＣＭＳ）でメチルエチルケトン６５１ｇ内のポ
リビニルブチラル樹脂（ＢＸ－５）４９ｇ及びチタニルオキシフタロシアニン（Ｈ．Ｗ．
Ｓａｎｄｓ　Ｃｏｒｐ．、Ｊｕｐｉｔｅｒ、ＦＬ）１１２．７ｇを、１ミクロンのジルコ
ニウムビードを使用してリサイクルモードによって６時間ミーリングすることによって得
られる。あらゆるコーティング成分を混合した後に、コーティング溶液は４０ミクロンフ
ィルターを通じてろ過される。ろ過された溶液は分当り１０フィートのウェブ速度でウェ
ブコーティング器により上述された支持体にコーティングされ、その次に１１０℃の温度
で２０フィートのオーブンで乾燥（すなわち、１１０℃で２分間乾燥）する。乾燥された
コーティングの厚さは約１３ミクロンであることが分かった。
【００８６】
（比較サンプルＢ）
　比較サンプルＢは比較サンプルＡの有機感光体の上部にコーティングされたオーバーコ
ート層を有する。オーバーコート層用コーティング溶液は、助溶剤であるＡＲＣＯＳＯＬ
Ｖ（登録商標）ＤＰＮＢ（すなわち、Ｌｙｏｎｄｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ｎｅｗｔｏ
ｗｎ  Ｓｑｕａｒｅ，ＰＡから商業的に購入したジプロピレングリコールノルマルブチル
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エーテル）の４７．４ｇ内で界面活性剤であるＢＹＫ（登録商標）－３３３（すなわち、
ＢＹＫ（登録商標）－Ｃｈｅｍｉｅ　ＵＳＡ，Ｗａｌｌｉｎｇ  ｆｏｒｄ，ＣＴから商業
的に購入したポリエーテルモディファイポリ－ジメチル－シロキサン）１．０ｇを予備混
合することによって製造された。オーバーコート層用コーティング溶液を製造するために
、別個の容器でＭａｃｅｋｏｔｅ（登録商標）－８５３９（すなわち、Ｍａｃｅ　Ａｄｈ
ｅｓｉｖｅｓ＆Ｃｏａｔｉｎｇｓ  Ｃｏ．，Ｉｎｃ．，Ｄｕｄｌｅｙ，ＭＡから商業的に
購入した水分散されたポリウレタン）７１．４ｇを脱イオン水４０４．８ｇで希釈させ、
その次に予備混合溶液２４．２ｇを添加した。混合後に、上記コーティング溶液は５０ミ
クロンの間隔を有するナイフコーターを使用することによって比較サンプルＡの光導電要
素上にコーティングされ、その後９５℃のオーブンで５分間乾燥された。
【００８７】
（比較サンプルＣ）
　比較サンプルＣは、オーバーコートのためのコーティング溶液がさらに多くの固形分の
含量を有するという点を除いては比較サンプルＢとほとんど類似に製造され、蒸気コーテ
ィングされたアルミニウム層（ＣＰ　Ｆｉｌｍｓ，Ｍａｒｔｉｎｓｖｉｌｌｅ，ＶＡから
商業的に購入）を有する７６．２ミクロン（３ｍｉｌ）厚さのポリエステル支持体上部に
コーティングされた。上記最終サンプルは光伝導層を有していないため、抵抗度の測定が
要らない。上記予備混合溶液は、助溶剤であるＡＲＣＯＳＯＬＶ（登録商標）ＤＰＮＢ（
すなわち、Ｌｙｏｎｄｅｌｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ｎｅｗｔｏｗｎ  Ｓｑｕａｒｅ，ＰＡ
から商業的に購入したジプロピレングリコールノルマルブチルエーテル）の２２．５ｇ内
で界面活性剤であるＢＹＫ（登録商標）－３３３（すなわち、ＢＹＫ（登録商標）－Ｃｈ
ｅｍｉｅ　ＵＳＡ，Ｗａｌｌｉｎｇｆｏｒｄ，ＣＴから商業的に購入したポリエーテルモ
ディファイポリ－ジメチル－シロキサン）の０．５ｇを予備混合することによって製造さ
れた。コーティング溶液を製造するために、別個の容器でＭａｃｅｋｏｔｅ（登録商標）
－８５３９（すなわち、Ｍａｃｅ　Ａｄｈｅｓｉｖｅｓ＆Ｃｏａｔｉｎｇｓ  Ｃｏ．，Ｉ
ｎｃ．，Ｄｕｄｌｅｙ，ＭＡから商業的に購入した水分散されたポリウレタン）７．１４
ｇを脱イオン水１６．７ｇで希釈させ、その次に予備混合溶液１．１５ｇを添加した。上
記コーティングの厚さは、Ｆｉｓｃｈｅｒｓｃｏｐｅ（登録商標）　Ｍｕｌｔｉ　Ｍｅａ
ｓｕｒｉｎｇ  Ｓｙｓｔｅｍ（Ｖｅｒｓｉｏｎ－Ｐｅｒｍａｓｃｏｐｅ  ｂｙ  Ｆｉｓｃｈ
ｅｒ  Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｉｎｃ．，Ｗｉｎｄｓｏｒ，ＣＴ）を使用して測定した結
果３．１ミクロンであった。
【００８８】
（サンプル１）
　サンプル１は比較サンプルＢ用に製造された２８．５ｇのコーティング溶液を１．５ｇ
の（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリルのナトリウム塩と混合するこ
とによって製造されるという点を除いては、比較サンプルＢに記載されたものと同じ方法
によって製造された。
【００８９】
（サンプル２）
　サンプル２は比較サンプルＢ用に製造された２７．０ｇのコーティング溶液を３．０ｇ
の（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリルのナトリウム塩と混合するこ
とによって製造されるという点を除いては、比較サンプルＢに記載されたものと同じ方法
によって製造された。
【００９０】
（サンプル３）
　サンプル３は、オーバーコート層用コーティング溶液が４．１ｇの商品名Ｍａｃｅｋｏ
ｔｅ（登録商標）－８５３９（すなわち、水分散されたポリウレタン、Ｍａｃｅ　Ａｄｈ
ｅｓｉｖｅｓ＆Ｃｏａｔｉｎｇｓ  Ｃｏ．，Ｉｎｃ．，Ｄｕｄｌｅｙ，ＭＡから商業的に
購入）を１７．０ｇの脱イオン水で希釈した後、比較サンプルＢ用に製造された１．４５
ｇの予備混合溶液及び７．５ｇの（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリ

10

20

30

40

50

(23) JP 3724802 B2 2005.12.7



ルのアンモニウム塩を添加して製造されたという点を除いては比較サンプルＢに記載され
たものと同じ方法によって製造された。
【００９１】
（サンプル４）
　サンプル４は、オーバーコート層用コーティング溶液が３．９ｇの商品名Ｍａｃｅｋｏ
ｔｅ（登録商標）－８５３９（すなわち、水分散されたポリウレタン、Ｍａｃｅ　Ａｄｈ
ｅｓｉｖｅｓ＆Ｃｏａｔｉｎｇｓ  Ｃｏ．，Ｉｎｃ．，Ｄｕｄｌｅｙ，ＭＡから商業的に
購入）を９．７ｇの脱イオン水で希釈した後、比較サンプルＢ用に製造された１．４５ｇ
の予備混合溶液及び１５．０ｇの（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリ
ルのアンモニウム塩を添加して製造されたという点を除いては比較サンプルＢに記載され
たものと同じ方法によって製造された。
【００９２】
（サンプル５）
　サンプル５は、オーバーコート層用コーティング溶液が４．０ｇの商品名Ｍａｃｅｋｏ
ｔｅ（登録商標）－８５３９（すなわち、水分散されたポリウレタン、Ｍａｃｅ　Ａｄｈ
ｅｓｉｖｅｓ＆Ｃｏａｔｉｎｇｓ  Ｃｏ．，Ｉｎｃ．，Ｄｕｄｌｅｙ，ＭＡから商業的に
購入）を８．２ｇの脱イオン水で希釈した後、比較サンプルＢ用に製造された０．３ｇの
予備混合溶液及び３．１ｇの（４－カルボキシ－９－フルオレニリデン）マロニトリルの
ナトリウム塩を添加して製造されたという点を除いては比較サンプルＣに記載されたもの
と同じ方法によって製造された。上記乾燥されたコーティングの厚さは、Ｆｉｓｃｈｅｒ
ｓｃｏｐｅ　Ｍｕｌｔｉ  Ｍｅａｓｕｒｉｎｇ  Ｓｙｓｔｅｍ（Ｖｅｒｓｉｏｎ－Ｐｅｒｍ
ａｓｃｏｐｅ  ｂｙ  Ｆｉｓｃｈｅｒ  Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｉｎｃ．，Ｗｉｎｄｓｏｒ
，ＣＴ）を使用して測定した結果約３．１ミクロンであった。
【００９３】
（実施例３：静電気テスト）
　本実施例は実施例２で記述された内容により製造された有機感光剤サンプルに対する静
電気テストの結果を示す。
【００９４】
　塩を含むオーバーコート層を有する本願に記載された有機感光体の静電気サイクリング
性能は、例えば１６０ｍｍ直径のドラム周囲にラッピングされた３つのサンプルストリッ
プまで試験できる出願人の研究所で考案されかつ開発されたテストベッドを使用して測定
された。上記サンプルについての結果は、有機感光体を支持するためのベルト、ドラムの
ような他の支持体構造物を有して得られた結果を示す。
【００９５】
　１６０ｍｍ直径のドラムを使用したテストで、各々８．８ｃｍの幅及び５０ｃｍの長さ
を有する３つのコーティングされたサンプルストリップを並べて５０．３ｃｍの円周を有
するアルミニウムドラムの周辺に完壁に固定させた。望ましくは、上記ストリップのうち
少なくとも一つは精密にウェブコーティングされ、内部参照ポイントとして使われるコン
トロールサンプルである。逆二重層構造を有するコントロールサンプルはテスターの内部
的なチェックとして使われた。本静電気サイクルリングテスターにおいて、上記ドラムは
８．１３ｃｍ／ｓｅｃ（３．２ｉｐｓ）の速度で回転し、テスターにおける各ステーショ
ンの選定は下記表１に示されている。表１は、８．１３ｃｍ／ｓｅｃでドラム（直径：１
６０ｍｍ）周囲の静電気テストステーションを示す。
【００９６】
（表１）
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【００９７】
　上記イレーズバーは、有機感光体の表面に放電させる７２０ｎｍの波長を有するレーザ
ー発光ダイオード（ＬＥＤ）の配列である。スコロトロン帯電器は有機感光体の表面に目
的の正電荷の輸送を可能にするワイヤを含む。
【００９８】
　上記表１によれば、第１静電プローブ（Ｔｒｅｋ３４４Ｔ Ｍ 静電気メーター、Ｔｒｅｋ
，Ｉｎｃ．Ｍｅｄｉｎａ，ＮＹ）はレーザーストライクステーション後の０．３４秒及び
スコロトロン後の０．７８秒に発生する一方、第２プローブ（Ｔｒｅｋ　３４４Ｔ Ｍ  静
電気メーター）は第１プローブから１．２１秒及びスコロトロンから１．９９秒に位置す
る。あらゆる測定は雰囲気温度及び相対湿度で行われる。
【００９９】
　静電測定値はテストのステーション上で数回遂行した値を集めて得られた。最初の３つ
の診断テスト（初期プロッドテスト、初期ＶｌｏｇＥ、初期ダークディケイ）は新しいサ
ンプルの静電気サイクリングを測定するためであり、最後の３つの同じ診断テスト（最終
プロッドテスト、最終ＶｌｏｇＥ、最終ダークディケイ）は上記サンプルのサイクリング
後に進まれる。また、上記の測定は下記の「ロングラン」下で記載されたとおりテスト中
に周期的に行われた。レーザーは７８０ｎｍの波長、６００ｄｐｉ、５０ミクロンのスポ
ットサイズ、６０ナノセカンド／ピクセルの露光時間、秒当たり１，８００行のスキャン
速度、及び１００％のデューティーサイクルとして調節される。デューティーサイクルと
は画素クロック周期の露光パーセントである。すなわち、レーザーは１００％デューティ
ーサイクルで画素当り６０ナノセカンドで完全に照射される。
【０１００】
（静電テスト項目）
　１）プロッドテスト
　イレーズバーは診断テスト中にオンになり、サンプルは各サイクル当り回転初期に再帯
電される（帯電器がオフと表示される場合は除外）。３回の完全なドラム回転（レーザー
オフ状態）中にサンプルをコロナ帯電（イレーズバーは常にオン状態）し、第４回転でレ
ーザーで放電（７８０ｎｍ及び６００ｄｐｉ、５０Ｔ Ｍ スポットサイズ、６０ナノセカン
ド／ピクセルの露光、１８００ライン／秒のスキャン速度及び１００％デューティーサイ
クル使用）し、次の３回転（レーザーオフ状態）間完全帯電し、第８回転（コロナ及びレ
ーザーオフ状態）で７２０ｎｍのイレーズランプだけで放電して残留電圧（Ｖｒ ｅ ｓ ）を
得、最後に最終３回（レーザーオフ状態）間完全帯電させた。コントラスト電圧Ｖｃ ｏ ｎ

はＶａ ｃ ｃ とＶｄ ｉ ｓ との差をいい、機能的なダークディケイＶｄ ｄ は第１プローブ及び
第２プローブにより測定された電荷収容電位差をいう。
【０１０１】
　２）ＶＬＯＧＥ
　このテストは固定された露光時間及び一定の初期電位を有するレーザー電力（露光持続
時間５０ｎｓ）の関数としてベルトの放電電圧をモニタリングして、多様なレーザー強度
レベルに対する光導電体の光誘導された放電を測定する。上記の完全なサンプルは各ドラ
ムの回転当り増加するレーザー電圧水準で帯電されかつ放電された。上記サンプルの機能
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的な感光度、Ｓ７ ８ ０ ｎ ｍ 、及び作動電力装置を確認した結果、セミログ的なプロット（
Ｖｏｌｔａｇｅ　ｖｅｒｓｕｓ  ｌｏｇ  Ｅ）が生じる。
【０１０２】
　３）ダークディケイ（ＤＡＲＫ  ＤＥＣＡＹ）
　このテストは９０秒間レーザーまたはイレーズ照射を行わずに経時的な暗所での電荷収
容損失を測定し、ｉ）電荷発生層から電荷輸送層への残留正孔の注入、ｉｉ）捕獲された
電荷の熱放出、及びｉｉｉ）表面またはアルミニウム底面から電荷の注入の指標として使
われうる。上記サンプルは完全帯電された後に止められ、プローブは９０秒の周期間表面
電圧を測定した。初期電圧でディケイは経時的にプロットされた。
【０１０３】
　４）ロングラン（ＬＯＮＧＲＵＮ）
　上記サンプルを各サンプル－ドラム回転ごとに下記順序によって１００回のドラム回転
中に静電気的にサイクリングした。上記サンプルをコロナで帯電し、レーザーを周期的に
オンオフして（８０～１００゜セクション）サンプルの一部を放電させ、最後にイレーズ
ランプは次のサイクルを準備するために前のサンプルを放電させた。レーザーは、サンプ
ルの第１セクションは決して露光されず、第２セクションは常に露光され、第３セクショ
ンは決して露光されず、最後のセクションは常に露光されるようにサイクリングした。こ
のパターンを総１００回のドラム回転中に反復し、１００サイクルのロングラン中に毎５
回目のサイクル後に周期的にデータを記録した。
【０１０４】
　５）ロングランテスト後、プロッドテスト、ＶＬＯＧＥ、ダークディケイ診断テストを
再実行した。
【０１０５】
　下記表２は初期及び最終プロッドテスト診断の結果を示す。帯電収容電圧（Ｖａ ｃ ｃ 、
第３サイクルから得た第１プローブ平均電圧）、放電電圧（Ｖｄ ｉ ｓ 、第４サイクルから
得た第１プローブ平均電圧）、及び残留電圧（Ｖｒ ｅ ｓ 、第８サイクルから得た第１プロ
ーブ平均電圧）に対する値を初期サイクル及び最終サイクルに対して記録した。表２は、
１００サイクル後の静電気結果を示す。
【０１０６】
（表２）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１０７】
　表２における参考事項は以下の通りである。
【０１０８】
　１）Ｖａ ｃ ｃ 、Ｖｄ ｉ ｓ 、及びＶｒ ｅ ｓ は各々帯電収容電圧、放電電圧、及び残留電圧
である。
【０１０９】
　２）△Ｖａ ｃ ｃ 、△Ｖｄ ｉ ｓ はサイクルの開始及び終了で電荷収容電圧と放電電圧との
差である。
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【０１１０】
　３）表に列挙されたそれぞれの実施例についての静電気結果は、１００サイクルの１～
３回の静電気テスト実施後に各サンプルの１～５セクションで得られた平均値である。
【０１１１】
（実施例４：体積抵抗率測定）
　比較サンプルＣ及びサンプル５の体積抵抗率は参照として本願に統合されたＡＳＴＭＤ
－２５７テスト法（名称：Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｔｅｓｔ  Ｍｅｔｈｏｄｓ  ｆｏｒ  ＤＣ  Ｒ
ｅｓｉｓｔａｎｃｅ  ｏｒ  Ｃｏｎｄｕｃｔａｎｃｅ  ｏｆ  Ｉｎｓｕｌａｔｉｎｇ  ｍａｔ
ｅｒｉａｌｓ）により測定された。
【０１１２】
　抵抗／抵抗率プローブ（Ｍｏｄｅｌ－８０３Ｂ  ｂｙ  ｅｌｅｃｔｒｏ－ＴｅｃｈＳｙｓ
ｔｅｍ　Ｉｎｃ．，Ｇｌｅｎｓｉｄｅ，ＰＡ）を利用して２００Ｖ電圧下で電流を測定し
た。コーティング膜の体積抵抗率（Ｖ．Ｒｍ，ｉｎ  ｏｈｍ．ｃｍ）は製造業者により提
示された下記の数式（１）によって計算された。
【０１１３】
　　Ｖ．Ｒｍ＝７．１＊Ｒｍ／ｔ・・・（１）
【０１１４】
　数式１におけるＲｍは印加電圧Ｕ（すなわち、Ｒｍ＝Ｕ／Ｉ、ここでＵ＝２００ボルト
）下で測定された電流Ｉ（ｎＡ）から計算されたコーティング膜の抵抗をいい、ｔはコー
ティング厚さ（ｃｍ）の測定値である。オーバーコートサンプルの体積抵抗率を下記表３
に示す。
【０１１５】
（表３）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１１６】
　表３については、測定された電流に対するデータは電圧を加えた直後（すなわち、０．
５及び１秒）に測定され、その次に測定された電流が安定化する７分まで３０秒毎に測定
された。
【０１１７】
　上記表３の測定結果によれば、塩を添加したサンプルが塩がない比較サンプルより注目
するほどさらに小さな体積抵抗率を有することがわかる。
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【０１１８】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は
、追加的な置換、置換基間の変更、及び他の合成方法と用途が本発明が開示した目的及び
範囲内に属することを当業者ならば理解できる。上記の具現例は本発明を説明するための
ものであって、本発明がこれに限定されるものではない。追加的な具現例は請求範囲内に
属する。本発明が特定具現例を参考として記述されているが、本発明の概念及び範囲を離
脱せずに多様な形態及び内容の変化が行なわれうることを当業者であれば認識できる。
【産業上の利用可能性】
【０１１９】
　本発明は、例えば電子写真法を利用する画像形成に使用する有機感光体、画像形成装置
及び画像形成方法に適用可能である。
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